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１．はじめに  

 防護柵には，“たわみ性防護柵”と“剛性防護柵”の２種類があり，い

ずれのﾀｲﾌﾟも実車衝突試験を行い，性能を確認することとなっている 1)． 

 首都高速道路の古い路線の中央分離帯には，NT ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙと呼ばれるﾀｲ

ﾌﾟの“たわみ性防護柵”が設置されている．事故後の補修は夜間規制を伴

うことから時間を要しており，大型車の乗越え事故も発生したことから，

中央分離帯に設置する“剛性防護柵”の構造検討を行うこととした．検討

フローは図-1に示すとおりである． 

昨年の構造検討の結果,厚さ 70mm の鉄板を短冊状に並べた鋼製の剛性

防護柵が最適という結果になっている． 

２．実車衝突試験  

 昨年検討した鋼製剛性防護柵が防護柵としての性能を有

していることを確認するため, 防護柵の設置基準・同解説 1)に

基づき,実車衝突試験を行った． 

衝突条件は表-1 のとおりである．大型車の衝突条件は,試験

場の制約により,防護柵の設置基準・同解説の条件を補正してい

る．試験体は昨年の検討で決定した構造とし,図-2に示

すように,厚さ70mmの鋼板をﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄとｹﾐｶﾙｱﾝｶｰを介

して地覆に定着させ,30mm の隙間で短冊状に並べた． 

性能を確認する項目には,「逸脱防止性能」「乗員安

全性能」「車両誘導性能」「飛散防止性能」の４つがあ

る．実車衝突試験の結果, 「乗員安全性能」以外は防

護柵としての性能を満足することが,また,「乗員安全

性能」についても,小型車の衝突速度を首都高速道路の

最高制限速度である 80km/h に補正すると,性能を満足

することが分かった． 

以上から,本構造は首都高速道路において防護柵としての性能を

満足することが分かった． 

 なお,本構造は縦断方向に分離された構造である．そのため,衝突

荷重が分散せずに局所的に作用する可能性があることから,試験体

とｹﾐｶﾙｱﾝｶｰにひずみ計を設置した．測定の結果,試験体 1体(1m)あた

り 214.2kN の衝突荷重が作用することが分かり,今後の検討に反映

させることとした． 
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図-1 検討フロー

表-1 衝突条件

ひずみ計 

図-2 試験体構造と設置状況

図-3 大型車衝突状況
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３．現場調査  

 施工場所は,最近の施設接触事故件数の多いカーブから選定した．現場は道路

に横断勾配がついていることから図-4に示すように地覆に段差がついている．

また,その段差高さは徐々に変化している．そこで,現状を把握するため,2m おき

に図-4に示すような1断面あたり9点の測量を行った．測量の結果,段差は100mm

から 600mm の間で徐々に変化していることが分かった． 

４．定着構造検討  

 実車衝突試験と同じ方法で現場に鋼製剛性防護柵を

定着することができないため, 車両用防護柵標準仕様

の別紙 2「構造物用の防護柵の基礎部構造緒元の設計

方法」2)を参考に,そこに記載されている衝突荷重を実

車衝突試験時に測定した 214.2kN と置換えたうえで検

討を行った． 

首都高速道路で鋼製剛性防護柵を設置する上での制

約(前提)条件を以下に示す．  

①３ｍを施工単位とする 

既設 NT ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙが 3m 単位で設置されている 

②夜間規制作業で施工可能な方法とする 

   お客様への影響が大きい集中工事を避ける 

③既設構造物と接続する 

   所定の位置に穴を開けられないことがある 

④将来の維持管理を考慮する 

   破壊時に交換することを考える必要がある 

①,②については,施工計画を詰めることで対応することとした．③につ

いては,地覆面をﾜｲﾔｰｿｰで切断のうえ,鋼製剛性防護柵の定着部は打ち換

える地覆内に新設することで,既設構造物への穴位置の影響を抑えること

とした．④については,設計時に終局状態を考慮すること(補修しやすい地

覆部から壊す),はつりやすいよう強度が大きすぎないｺﾝｸﾘｰﾄを使用する

こと,定型部材を用いた交換を可能にすることなどで対応することとした． 

表-2 に定着構造の比較を示すが, 定型部材による補修が可能で,構造

計算上成り立ち,施工も比較的容易なｱﾝｶｰﾌﾚｰﾑ方式を採用することとした． 

ｱﾝｶｰﾌﾚｰﾑ方式を採用するにあたり,ﾌﾚｰﾑ計算と FEM 解析を行った．採用するｱﾝｶｰﾌﾚｰﾑ構造の力学的挙動が不

明確であることから, ﾌﾚｰﾑ計算によりｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄのみで構造が成り立つようなﾎﾞﾙﾄ径を選定した．その後,図-5

に示すように構造が複雑であることから挙動を確認するため,定着用ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ,ｱﾝｶｰﾌﾚｰﾑと,床版からのｱﾝｶｰ筋

を考慮に入れた FEM解析を行った．その結果,実車衝突試験から得られた実衝突荷重の 214.2kN が作用しても,

防護柵は弾性的な挙動を示すことを確認した． 

５．おわりに  

施設接触事故多発地点の中央分離帯のたわみ性防護柵に代わって設置する鋼製剛性防護柵の性能を,実車衝

突試験により確認した．また,現場条件,施工性,維持管理性を考慮して,FEM 解析等を用いてその定着構造を検

討した．今後は,定着構造の耐荷力を静的戴荷試験により確認したのち,現場適用を行う予定である． 

参考文献 1)(社)日本道路協会：防護柵の設置基準･同解説，平成 20年 1 月 

2)(社)日本道路協会：車両用防護柵標準仕様･同解説，平成 16 年 3 月 
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図-4 測量点配置断面図

表-2 定着構造比較表

図-5 定着構造
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